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広島県教育委員会における障害者の雇用状況について 

１  要旨 

 厚生労働省が12月22日（金）に「令和５年 障害者雇用状況の集計結果」を公表し

たことに合わせ、県教育委員会の状況を取りまとめた。 

 

２  障害者の雇用状況（令和５年６月１日現在） 

○  障害者の実雇用率は２.６８％となり、平成３０年度（１.３７％）に比べて１.３１ポイントの

上昇、昨年度（２.６９％）に比べて０.０１ポイントの低下 

 全国平均（２.３４％）を０.３４ポイント上回っており、全都道府県中８位（平成３０年度：４４

位、令和元年度：２３位、令和２年度：５位、令和３年度：５位、令和４年度：６位） 

 この比率は、法定雇用率（２.５％（現時点の都道府県等の教育委員会の法定雇用率））を 

０.１８ポイント上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人、％、ポイント）

区　分 法定雇用障  障害者の 実雇用率 法定 差引

害者数の算  数※2 [参考] [参考] 雇用率

定の基礎とな 全国平均 順位

る職員数※1

A B C(B/A) D E（C-D）

平成30年度調査結果
（平成30年6月1日現在）

a 11,342.0 155.0 1.37 1.87 44 2.4 ▲1.03 

令和元年度調査結果
（令和元年6月1日現在）

b 12,518.5 261.5 2.09 1.87 23 2.4 ▲0.31 

令和２年度調査結果
（令和2年6月1日現在）

c 12,730.5 330.0 2.59 2.06 5 2.4 0.19 

令和３年度調査結果
（令和3年6月1日現在）

d 12,824.0 343.5 2.68 2.21 5 2.5 0.18 

令和４年度調査結果
（令和４年6月1日現在）

e 12,842.0 346.0 2.69 2.26 6 2.5 0.19 

今年度調査結果
（令和５年6月1日現在）

f 12,638.5 339.0 2.68 2.34 8 2.5 0.18 

平成30年度比 f-a 1,296.5 184.0 1.31 － － － － 

昨年度比 f-e ▲203.5 ▲7.0 ▲0.01 － － － － 

全国 638,830.0 14,936.0 2.34 － － － － 

※1

※2

　A欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」は、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数
（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数としている。

　B欄の「障害者の数」は、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の
重度身体障害者及び重度知的障害者については、1人を2人に相当するものとして計上している。
　また、短時間勤務職員である重度身体障害者及び重度知的障害者については、1人に相当するものとして計上し
ている。
　さらに、重度以外の身体障害者及び知的障害者である短時間勤務職員については、1人を0.5人に相当するもの
として計上している。
　短時間勤務職員である精神障害者については、当面の間、1人に相当するものとして計上している。
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３  これまでの取組状況 

（１）  教職員としての採用 

・ 教員採用試験の特別選考について、それまでの「身体障害者」に加え、「精神障

害者」、「知的障害者」を対象とした試験を実施 【令和元年度～】 

・ 行政職員採用試験について、これまでの「身体障害者」に加え、「精神障害者」、

「知的障害者」を対象とした試験を実施 【令和２年度～】 

（２） ワークサポートステーションの設置とそのスタッフとしての雇用 

・ 教育委員会事務局内に「ワークサポートステーション（障害のある非常勤職員を集中

配置して、印刷、データ入力、発送などの業務を実施）」を設置し、障害者を「ワークサポー

ト職員」として雇用するとともに、「業務支援員（「ワークサポート職員」、「学校事務アシス

タント」の業務を支援）」を配置 【平成３０年度～】 

・ 地方機関（西部教育事務所・芸北支所、東部教育事務所、北部教育事務所）、教育機関

（教育センター、図書館、福山少年自然の家、歴史民俗資料館、歴史博物館）において、障

害者を「ワークサポート職員」として雇用 【令和元年度～】 

（３） 学校事務アシスタントとしての雇用 

・ 各県立学校（高等学校・特別支援学校）において、障害者を「学校事務アシスタント

（教職員の教務補助、授業準備支援、図書館業務補助、事務室業務補助、校内環境整備など

の業務を実施）として雇用 【令和元年度～】 

・ 大規模校など、一部の県立学校においては、「学校事務アシスタント」を複数雇

用 【令和２年度～】 

（４） 民間企業等との連携 

・ 県が主催する障害者雇用セミナーに参加し、民間事業者や就労支援機関との 

意見交換を実施【令和５年度】 

・ 民間事業者と、障害者雇用に係る取組状況について、意見交換を実施【令和５ 

年度】 

 

４  今後の予定及び対応 

○ 令和６年４月１日から、教育委員会の法定雇用率が２．７％に引き上げられる。 

必要な予算確保に努め、一部所属への配置拡充を進めることで、障害者雇用の

促進を図り、法定雇用率を達成する。 

引き続き、障害のある方の就業を進め、その定着を図るとともに、働きやすい就労

環境の整備に努める。 


